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はじめに 

統計委員会では、毎年度、統計法（平成19年法律第53号）第55条第２項の規定により、総務大

臣が取りまとめた統計法の施行状況について報告を受けており、同条第３項の規定に基づく意

見を総務大臣又は関係行政機関の長に対して述べる要否を含め、審議を行っている。 

この審議は、専ら、統計法第４条の規定に基づく「公的統計の整備に関する基本的な計画」（以

下「基本計画」という。）において検討・実施が求められた事項を対象にしており、これら事項

の着実な推進を図る上からも重要な役割を担っている。 

これまで基本計画は、第Ⅰ期が平成21年３月13日に、第Ⅱ期が平成26年３月25日に閣議決定

され、統計行政全般に関するマスタープランとして機能してきた。現行の第Ⅲ期基本計画は、平

成30年３月６日に閣議決定されたものであり1、統計委員会の機能強化などを内容とする統計法

の改正（平成30年法律第34号）ともあいまって、公的統計の整備は、新たな局面を迎えている。 

このような中、本年度の統計法施行状況に関する審議は、令和２年度に各府省が行った取組

のうち、統計委員会において、その詳細な確認が必要とされた事項について、関係府省の取組を

評価するものであり、本報告書は、統計委員会企画部会における審議結果を取りまとめたもの

である。 

なお、本報告書の構成は、これまでと同様、「本編」と「資料編」からなっている。このうち、

「本編」では、企画部会における審議結果等を概括しており、「資料編」では、企画部会で使用

された資料等で構成している。 

1 第Ⅲ期基本計画については、平成 31 年１月に明らかとなった統計の不適切事案を受け、統計委員会の再発

防止策（令和元年９月）や統計改革推進会議の総合的対策（令和元年 12 月）を具体化し、新たな取組を確実

に実施するため、一部変更が行われている（令和２年６月２日閣議決定）。
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【本 編】 
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Ⅰ 審議経過等 
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１ 審議の枠組み 

総務大臣は、統計法第55条第１項の規定に基づき、統計法の施行状況について各府省

に報告を求め、同条第２項の規定に基づき、毎年度その報告を取りまとめ、その概要を

公表するとともに、統計委員会に報告することとされている。そして、この報告を受け

た統計委員会は、同条第３項の規定に基づき、関係大臣に意見を述べることができるこ

ととされている。 

２ 審議の対象（本報告書の対象） 

本報告書は、第Ⅲ期基本計画に記載された事項に係る令和２年度の各府省の取組状況

について、総務大臣からの報告（令和２年度の統計法施行状況報告）を受けて令和３年

度に企画部会で審議した事項について結果をとりまとめたものである。 

３ 審議の進め方 

（１）審議方法

審議は、企画部会において、関係府省からの提出資料やヒアリング等を通じ、取組

状況や今後の見通し等を確認するという方法で実施し、結果を報告書として取りまと

めることとした。 

（２）審議事項の選定の考え方

令和２年度の統計法施行状況報告は、新型コロナウイルス感染症の影響により、７

月に報告を受けることとなった。一方で、関係府省における取組の更なる推進を促す

ため、早急に本審議を行う必要もあった。このため、審議事項については、次の３点

に含まれる事項を中心に選定することとし、委員から意見を聴取した後、部会の協議

を経て決定することとした。 

① 実施時期が令和２年度内とされている事項（11件）

② 実施時期が令和２年（年度）からとされている事項（23件）

③ 実施時期が令和３年調査の企画時期までとされている事項（４件）

４ 審議経過 

上記「３」の審議の進め方に沿って、企画部会で審議を行った。 

審議経過は、以下のとおりである。 

  令和３年 

７月30日 第166回統計委員会において、総務大臣が統計委員会に対し、「令和２

年度統計法施行状況報告」を提出 

７月30日 第16回企画部会において、審議の進め方（「令和２年度統計法施行状

況に関する審議の進め方について」（令和３年７月30日企画部会決定）

（資料１参照））を決定 
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各府省からの報告に関して改めて確認する必要があるものとして、以

下３件の審議事項を決定 

・グローバル化に対応した統計整備・国際協力等の推進

・行政記録情報等及び民間企業が保有するビッグデータ等の活用

・地方公共団体との連携・支援

８月27日 第17回企画部会において、審議事項について各府省ヒアリングを実施 

９月29日 第18回企画部会において、「令和２年度統計法施行状況に関する審議

結果報告書（第Ⅲ期基本計画関連分）（案）」を提示し、審議の上、決

定、公表 
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Ⅱ 第Ⅲ期基本計画への取組状況に

関する審議結果 
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１ グローバル化に対応した統計整備・国際協力等の推進 

グローバル化に対応した統計整備・国際協力等の推進のうち、ＳＤＧグローバル指標につ

いて、第Ⅲ期基本計画では、内閣官房及び総務省が、統計委員会や各府省との連携を図り、Ｓ

ＤＧｓのグローバル指標の対応拡大に取り組むとともに、既存の統計調査では算出困難なも

のもあることから、知見を有する第三者の協力も得ながら、新しい情報源の活用可能性の検

討を、平成30年度（2018年度）から（一部の事項は令和２年度（2020年度）から）実施するこ

ととされている。 

（１）取組状況 

持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals。以下「ＳＤＧｓ」という。）とは、

2015年９月に国連で採択された、先進国を含む2030年までの国際社会全体の開発目標であ

り、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に

統合的に取り組むため、17のゴール（目標）と169のターゲットから構成されている。 

また、ＳＤＧｓの進捗状況を測るため、247（重複を除くと231）のグローバル指標が設定

されている。我が国では、2019年８月に125指標を初めて公表して以来、2020年３月に２指

標、2021年４月に11指標、2021年７月に７指標をそれぞれ追加公表し、現在、145指標（重

複除くと137指標）が外務省ホームページで公表済みとなっている。 

さらに、ＳＤＧｓには、地球観測を含む幅広いデータの活用を追求するために、官民連携

の拡大を促進する旨の記述がある。我が国においても、指標15.4.2（山地グリーンカバー指

数）について、宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）が衛星画像を用いたデータの算出を実施

し、「ビッグデータ等の利活用推進に関する産官学協議のための連携会議」の下に設置した

「観測データ利活用検証ＷＧ」で、国連食糧農業機関（ＦＡＯ）試算値との突合による精度

検証を、研究者や関係府省の協力を得て実施した。 

その結果、「湿地」を植生として定義し直すことで、両者ともほぼ同様の結果が得られた

こと、ＦＡＯの試算値のうち、過大となっているものがあること等が明らかとなった。な

お、検証レポート等は、総務省及び外務省ホームページで公表されている。 

現在、ＳＤＧグローバル指標のうち、指標11.3.1（人口増加率と土地利用率の比率）につ

いて、検証に取り組んでいる。 

（２）取組状況に対する評価、今後の方向性等 

ＳＤＧグローバル指標の整備については、国際的に非常に重要な取組であって、公表指

標の数が2019年の125指標から2021年9月現在で145指標に増えるなど整備が順調に進めら

れ、また、新しい情報源の利用にも取り組んでいることは高く評価できる。こうした取組を

今後とも継続しつつ、客観的な評価や政策への反映のための体制を充実させ、代替指標の

活用可能性等を検討するとともに、さらに分かりやすく説明する工夫が求められる。 
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２ 行政記録情報等及び民間企業が保有するビッグデータ等の活用 

行政記録情報等及び民間企業が保有するビッグデータ等の活用について、第Ⅲ期基本計画

では、①行政記録情報等の統計作成への活用に係る実態調査の充実と府省間の情報共有の実

施、②ビッグデータ等の利活用上の各種課題の解決や優良事例等を積み上げて公表するため

の産官学連携による会議の開催等について、平成30年度（2018年度）から実施することとさ

れている。 

（１） 取組状況

① 行政記録情報等の統計作成への活用状況について

総務省政策統括官（統計制度担当）では、各府省等の協力を得て、行政記録情報等を用

いて経常的に作成されている統計（以下「業務統計」という。）や、統計調査における行

政記録情報等の活用状況の実態を取りまとめており、その結果は、総務省ホームページ

にて公表している。 

このうち、業務統計については、各府省から398統計が報告されており、母集団情報の

整備や調査事項の代替、欠測値補完や審査等に行政記録情報等が活用されている統計調

査については、各府省から102統計調査が報告されている。 

② ビッグデータ等の活用に係る検討状況

総務省政策統括官（統計制度担当）室では、「ビッグデータ等の利活用推進に関する産

官学協議のための連携会議」を、これまで13回開催している。 

 同連携会議では、公的統計へのビッグデータの更なる活用に向けて、ビッグデータの

活用方法やメリット、課題や今後対応していく方向性など、関係者において共有するこ

とが有用である内容を、以下のとおり整理している。 

ア ビッグデータ活用のメリット

・ 既存統計の補完（速報性、詳細化、カバレッジ拡大、新指標作成）

・ 報告者負担の軽減

イ ビッグデータ活用における課題と今後の解決の方向性

・ ビッグデータが有する偏り等への対応：データの特性把握と精度・偏りの検証、チ

ェックリストの整備

・ 安定的・継続的な民間データの提供：標準的な規約のひな形の整備、官民でのWin-

Winな関係の構築、データ提供の中断に対するリスクへの対応

・ 人材育成と体制整備：組織的な人材育成とノウハウ継承、特に行政職員の民間への

出向を含む民間との人材交流

・ システム・技術の整備：プロセス全体を見据えたトータルなシステムの構築

・ その他：データの流通環境の整備、個人情報の取扱いに関する社会的なコンセンサ

スの確立

また、総務省政策統括官（統計制度担当）室では、ビッグデータの活用に係る取組と

して、①流動人口データを活用した統計調査の補完可能性の検討、②労働ビッグデータ

の統計的利活用に関する研究、③地球観測衛星データを活用したＳＤＧ指標に関する検
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証、④ビッグデータ等を活用した統計作成の推進に向けた調査研究といった取組を実施

している。 

（２）取組状況に対する評価、今後の方向性等 

行政記録情報等やビッグデータ等の活用は、公的統計の精度向上に資するとともに、報

告者の負担を軽減する観点から、今後とも推進していく必要がある。 

これまでの取組は、行政記録情報等やビッグデータ等の活用を推進する上で先行的な取

組であり、評価できるものと考える。 

一方で、行政記録情報等については、情報保護の観点や手続面の煩雑さなどに課題があ

り、また、ビッグデータについてはどの程度の補完性があるのか、個人情報などの取扱いを

どうするか、データに関連する情報の公開が不十分ではないか、などの課題もある。 

行政記録情報等やビッグデータ等の活用は、次期基本計画の策定に向けた審議の中でも

大きなテーマの一つとなる。引き続き、総務省等において、行政記録情報等やビッグデータ

等の活用に向けた積極的な検討を集中的に進め、時代のニーズに応じた統計作成を進める

必要がある。 
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３ 地方公共団体との連携・支援 

第Ⅲ期基本計画では、総務省及び関係府省は、地方公共団体との連携・支援として、優れた

分析事例や推計技術等の情報共有や人事交流といった取組を、平成30年度（2018年度）から

（一部の事項は令和２年度（2020年度）から）実施することとされている。 

（１）取組状況 

ア 各種会議の開催等

各府省は、都道府県等統計主管課（部）長会議や、各統計調査における全国会議や事務

打合せ会、調査事務の説明を行う会合を開催する等、地方公共団体との連携を深めるた

め、各種会議等を定期的に開催している。 

イ 共同研究の実施

総務省統計局統計データ利活用センターを中心として、都道府県や市区町村の政策立

案に統計データの利活用を促すための取組を推進しており、その取組のひとつとして共

同研究を実施している。 

ウ 国・地方間の人事交流の実施

各府省は、地方公共団体から統計部門への人材の受け入れ、地方公共団体への職員の

派遣等を行っている。 

エ 技術的な支援や情報提供等

各府省は、担当者に対する支援として、アドバイザーや講師の派遣、統計データ利活用

事例集の配布、データベースの利活用に係る指導等を実施している。 

また、統計業務に対する相談対応等を受け付けるため、総務省統計研修研究所におい

て統計作成支援センター（統計業務相談総合窓口）を設置し、統計業務に関する相談を幅

広く受け付けるとともに、外部を含めた専門人材（講師）を派遣し技術支援を実施してい

る。 

オ 研修の実施

総務省において、統計データアナライズセミナー等、地方公共団体の職員を対象とし

た各種研修を実施している。 

（２）取組状況に対する評価、今後の方向性等 

今後の公的統計の在り方や課題の解決策、統計の質の向上方策を検討していく上で、地

方公共団体との連携の促進や、地方公共団体における統計人材の分析能力の高度化が非常

に重要である。 

これまで地方公共団体との会合や研修等を通じて地方公共団体との連携・支援を進めて

いることは評価できる。特に、新型コロナウイルス感染症の拡大が続く中、オンラインによ

る研修に積極的に取り組んでいることは有益である。 

引き続き、地方公共団体の要望を把握しながら、連携と支援を進める必要がある。 
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【資 料 編】 
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令和２年度統計法施行状況に関する審議の進め方について 

 
令和３年７月 30日 

企画部会 

 
１ 基本的な考え方 

 ○ 本審議は、統計委員会が、統計法第 55 条の枠組みの中で、「公的統計の整備に関する

基本的な計画」（以下「基本計画」という。）に掲げられた事項についての各府省の取組

状況などを把握することにより統計法の施行状況について確認を行い、その着実な推進

を図るために実施 

 ○ 今年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、７月に報告を受けたところ。一

方、関係府省における取組の更なる推進を促すため、早急に本審議を行う必要があり、

令和２年度内に取り組むこととされている事項を中心に重要事項を絞り込んで審議を

行うことを想定 

 

２ 基本計画への取組状況等に関する具体的な審議の進め方について 

（１）全体の流れ 

以下のとおり、想定（別添参照） 

 ７月の企画部会で審議の進め方と具体的な審議事項を決定 

 ８月の企画部会で審議 

 ９月の企画部会で審議結果を取りまとめ 

 

（２）審議事項の選定の考え方（案） 

基本計画別表に掲げられた事項の中から次の３点を考慮し選定する。 

  ① 実施時期が令和２年度内とされている事項（11件） 

  ② 実施時期が令和２年（年度）からとされている事項（23件） 

  ③ 実施時期が令和３年調査の企画時期までとされている事項（４件） 

 その他の事項も含め委員から意見を収集の上、部会の協議を経て具体的な審議事項を

決定 

  審議事項の件数については、新型コロナウイルス感染症に係る担当部局の業務の状況

やスケジュール等を考慮し、数件程度を想定。 

 

（３）審議方法 

審議は、審議事項に関して関係府省から資料の提出を求めた上で、関係府省に対する

ヒアリング等を通じ、取組状況や今後の見通し等を精査するという方法で実施し、結果

を取りまとめる。 

 

（４）審議部会 

 審議は、企画部会で行う。ただし、取り上げる事項によっては、その専門性を踏まえ、

より適切な部会において内容を議論し、その結果を踏まえ対応することも可能とする。 

 

 

資料１ 
令和３年７月 30日 

企画部会決定 
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令和２年度施行状況報告に関する審議スケジュール（想定） 

７月 統計委員会・企画部会 

・ 総務省から報告

・ 企画部会に付託

・ 委員意見等を踏まえ選定した審議候補事項を提示

・ その場で協議し、審議事項を最終決定

８月 企画部会 

・ 審議

９月 企画部会 

・ 審議結果報告書案の提示・決定
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項
目

N
o
.

項
　

目
具

 
体

 
的

 
な

 
措

 
置

 
、

方
 
策

 
等

担
当

府
省

実
施

時
期

令
和

２
年

度
（

2
0
2
0
年

度
）

末
時

点
の

検
討

状
況

又
は

進
捗

状
況

実
施

済
み

等
の

別
対

応
案

〇

1
2
1

〇
Ｐ

Ｏ
Ｓ

デ
ー

タ
、

人
流

デ
ー

タ
、

Ｓ
Ｎ

Ｓ
デ

ー
タ

な
ど

民
間

デ
ー

タ
の

活
用

に
係

る
先

行
事

例
が

あ
る

デ
ー

タ
又

は
優

先
度

の
高

い
デ

ー
タ

等
（

行
政

記
録

情
報

等
を

含
む

。
）

を
選

定
し

て
、

各
府

省
の

協
力

に
よ

り
集

中
的

に
協

議
す

る
こ

と
に

よ
り

、
利

活
用

上
の

各
種

課
題

の
解

決
や

、
優

良
事

例
等

を
積

み
上

げ
て

公
表

す
る

た
め

の
産

官
学

連
携

に
よ

る
会

議
を

開
催

し
、

及
び

政
府

内
に

お
け

る
検

討
の

場
を

設
け

、
デ

ー
タ

の
保

護
や

取
得

等
の

課
題

に
つ

い
て

集
中

的
に

検
討

し
、

各
府

省
と

地
方

公
共

団
体

・
民

間
企

業
等

の
間

に
お

け
る

統
計

的
分

析
や

統
計

作
成

目
的

に
よ

る
デ

ー
タ

等
の

相
互

利
活

用
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
可

能
性

の
高

い
も

の
か

ら
、

速
や

か
に

試
行

的
な

活
用

等
を

行
う

。

総
務

省
、

各
府

省
令

和
４

年
度

(
2
0
2
2

年
度

)
末

ま
で

に
一

定
の

結
論

を
得

る

・
平

成
3
0
年

（
2
0
1
8
年

）
５

月
に

設
置

し
た

「
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
等

の
利

活
用

推
進

に
関

す
る

産
官

学
協

議
の

た
め

の
連

携
会

議
」

（
以

下
「

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

連
携

会
議

」
と

い
う

。
）

を
３

回
開

催
し

、
同

会
議

に
お

け
る

こ
れ

ま
で

の
事

例
整

理
を

行
う

と
と

も
に

、
観

測
衛

星
デ

ー
タ

や
労

働
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
の

統
計

的
利

活
用

の
事

例
に

つ
い

て
、

同
会

議
の

構
成

員
や

府
省

庁
間

で
情

報
共

有
を

行
い

、
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

ま
た

、
流

動
人

口
デ

ー
タ

の
公

的
統

計
へ

の
活

用
可

能
性

に
関

す
る

研
究

も
行

っ
た

。
「

統
計

改
革

推
進

会
議

」
（

官
房

長
官

・
関

係
閣

僚
等

で
構

成
。

平
成

2
9
年

（
2
0
1
7
年

）
設

置
）

の
下

の
「

統
計

改
革

調
査

部
会

」
（

各
府

省
等

の
統

計
幹

事
・

Ｅ
Ｂ

Ｐ
Ｍ

統
括

責
任

者
等

で
構

成
。

令
和

元
年

（
2
0
1
9
年

）
設

置
）

の
下

に
設

置
し

た
「

統
計

技
術

・
デ

ー
タ

ソ
ー

ス
の

多
様

化
等

検
討

会
」

（
令

和
２

年
（

2
0
2
0
年

）
３

月
設

置
）

を
２

回
開

催
し

た
。

実
施

・
検

討
予

定

1
2
2

〇
統

計
的

分
析

や
統

計
作

成
目

的
に

よ
る

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

等
の

利
活

用
を

推
進

す
る

た
め

、
各

府
省

に
お

け
る

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

等
の

統
計

へ
の

活
用

実
態

を
把

握
す

る
と

と
も

に
、

可
能

な
限

り
地

方
公

共
団

体
・

民
間

企
業

等
に

お
け

る
国

の
統

計
デ

ー
タ

や
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
等

の
効

果
的

な
利

用
状

況
の

把
握

に
努

め
、

定
期

的
に

こ
れ

ら
の

情
報

を
各

府
省

に
提

供
す

る
こ

と
で

各
府

省
に

よ
る

利
活

用
の

横
展

開
を

促
す

と
と

も
に

、
上

記
の

会
議

に
報

告
す

る
。

総
務

省
、

各
府

省
平

成
3
0
年

度
(
2
0
1
8

年
度

)
か

ら
実

施
す

る
。

・
各

府
省

に
お

け
る

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

等
の

統
計

へ
の

活
用

実
態

を
把

握
す

る
た

め
、

平
成

3
0
年

（
2
0
1
8
年

）
１

月
か

ら
「

民
間

企
業

等
が

保
有

す
る

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

等
の

統
計

作
成

へ
の

活
用

に
係

る
調

査
」

を
実

施
し

て
い

る
。

令
和

２
年

度
（

2
0
2
0
年

度
）

に
関

し
て

は
、

１
月

に
各

府
省

か
ら

の
調

査
結

果
を

と
り

ま
と

め
て

お
り

、
今

後
、

総
務

省
統

計
委

員
会

の
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

掲
載

予
定

（
資

料
編

　
資

料
６

参
照

）
。

継
続

実
施

1
2
5

〇
統

計
委

員
会

を
中

心
に

情
報

の
共

有
や

府
省

間
の

連
携

を
強

化
し

つ
つ

、
行

政
記

録
情

報
等

の
統

計
作

成
へ

の
活

用
を

通
じ

た
研

究
・

検
討

を
推

進
す

る
。

行
政

記
録

情
報

等
の

統
計

作
成

へ
の

活
用

の
推

進
に

当
た

っ
て

は
、

報
告

者
の

同
意

を
得

た
行

政
記

録
情

報
の

転
用

事
例

、
企

業
等

内
の

既
存

デ
ー

タ
の

提
供

を
求

め
る

事
例

等
を

把
握

し
、

報
告

者
側

の
実

態
や

意
見

も
勘

案
し

つ
つ

、
各

府
省

へ
の

展
開

を
図

る
。

総
務

省
、

各
府

省
平

成
3
0
年

度
(
2
0
1
8

年
度

)
か

ら
実

施
す

る
。

・
毎

年
実

施
し

て
い

る
「

行
政

記
録

情
報

等
の

統
計

作
成

へ
の

活
用

に
係

る
実

態
調

査
」

に
よ

り
、

「
報

告
者

の
同

意
を

得
て

行
政

記
録

情
報

を
転

用
し

て
い

る
事

例
」

の
項

目
を

設
け

、
行

政
記

録
情

報
等

の
統

計
作

成
へ

の
活

用
の

実
態

を
把

握
し

て
い

る
。

継
続

実
施

1
8
2
４

　
統

計
部

局
に

よ
る

広
範

な
支

援
・

統
計

リ
ソ

ー
ス

の
確

保
・

統
計

人
材

の
育

成
等

(
1
)
統

計
部

局
に

よ
る

広
範

な
支

援
、

統
計

リ
ソ

ー
ス

の
計

画
的

な
確

保
等

ウ
　

地
方

公
共

団
体

と
の

連
携

・
支

援

○
統

計
調

査
の

環
境

改
善

に
向

け
て

、
平

成
3
0
年

度
・

令
和

元
年

度
（

2
0
1
8
・

2
0
1
9
年

度
）

に
広

報
啓

発
や

関
係

団
体

等
へ

の
働

き
か

け
の

強
化

、
新

た
な

若
手

調
査

員
の

確
保

な
ど

統
計

調
査

の
環

境
改

善
対

策
を

中
心

に
、

試
行

的
な

調
査

手
法

の
見

直
し

、
高

度
化

等
の

取
組

を
行

う
都

道
府

県
を

対
象

に
支

援
を

行
い

、
そ

の
結

果
や

関
係

府
省

、
地

方
公

共
団

体
の

意
見

も
踏

ま
え

つ
つ

、
地

域
の

実
情

に
応

じ
た

統
計

調
査

の
環

境
改

善
の

メ
ニ

ュ
ー

や
支

援
策

を
策

定
し

、
こ

れ
を

活
用

す
る

こ
と

に
よ

る
統

計
調

査
の

環
境

改
善

に
向

け
た

地
方

公
共

団
体

に
お

け
る

調
査

手
法

の
見

直
し

や
高

度
化

等
の

取
組

の
支

援
を

本
格

的
に

実
施

す
る

。

総
務

省
令

和
２

年
度

(
2
0
2
0

年
度

)
か

ら
実

施
す

る
。

・
試

行
的

に
調

査
手

法
の

見
直

し
、

高
度

化
等

の
取

組
（

調
査

環
境

の
悪

化
へ

の
対

応
や

統
計

調
査

員
の

高
齢

化
に

伴
う

新
た

な
調

査
員

確
保

な
ど

）
を

行
う

都
道

府
県

に
対

し
て

統
計

専
任

職
員

の
試

行
的

加
配

に
よ

る
支

援
を

実
施

（
平

成
3
0
・

令
和

元
年

度
（

2
0
1
8
・

2
0
1
9
年

度
）

の
各

年
度

５
県

で
実

施
）

し
、

そ
の

取
組

の
効

果
な

ど
の

検
証

を
実

施
し

た
。

今
後

は
、

そ
の

結
果

に
つ

い
て

都
道

府
県

と
共

有
を

図
る

。

継
続

実
施

【
企

画
部

会
に

お
い

て
議

論
】

令
和

２
年

度
統

計
法

施
行

状
況

報
告

の
審

議
対

象
事

項
（

案
）

【
企

画
部

会
に

お
い

て
議

論
】

【
企

画
部

会
に

お
い

て
議

論
】

第
３

１
　

統
計

作
成

の
効

率
化

及
び

報
告

者
の

負
担

軽
減

(
1
)
 
行

政
記

録
情

報
等

及
び

民
間

企
業

等
が

保
有

す
る

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

等
の

活
用

1
1
4
第

２
３

 
グ

ロ
ー

バ
ル

化
に

対
応

し
た

統
計

整
備

・
国

際
協

力
等

の
推

進

統
計

委
員

会
や

各
府

省
と

の
連

携
を

図
り

、
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
の

グ
ロ

ー
バ

ル
指

標
の

対
応

拡
大

に
取

り
組

む
。

こ
の

際
、

既
存

の
統

計
調

査
で

は
算

出
困

難
な

も
の

も
あ

る
こ

と
か

ら
、

知
見

を
有

す
る

第
三

者
の

協
力

も
得

な
が

ら
、

新
し

い
情

報
源

の
活

用
可

能
性

の
検

討
を

進
め

る
。

内
閣

官
房

、
総

務
省

平
成

3
0
年

度
(
2
0
1
8

年
度

）
か

ら
実

施
す

る
。

新
し

い
情

報
源

の
活

用
可

能
性

の
検

討
に

つ
い

て
は

、
令

和
２

年
度

(
2
0
2
0
年

度
）

か
ら

実
施

す
る

。

・
令

和
２

年
（

2
0
2
0
年

）
３

月
に

国
連

統
計

委
員

会
で

承
認

さ
れ

た
Ｓ

Ｄ
Ｇ

グ
ロ

ー
バ

ル
指

標
の

包
括

的
見

直
し

に
よ

る
新

た
な

枠
組

み
に

基
づ

き
、

令
和

２
年

（
2
0
2
0
年

）
1
2
月

の
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
推

進
本

部
幹

事
会

に
お

い
て

、
新

た
に

1
1
指

標
の

作
成

方
法

等
を

決
定

し
た

。
こ

れ
ら

1
1
指

標
を

含
め

、
算

出
値

の
更

新
等

が
あ

っ
た

指
標

の
デ

ー
タ

は
、

令
和

３
年

（
2
0
2
1
年

）
４

月
に

日
本

政
府

共
通

の
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
に

お
い

て
公

表
予

定
と

し
て

い
る

。
こ

れ
に

よ
り

、
全

2
4
7
指

標
の

う
ち

1
3
8
指

標
の

デ
ー

タ
が

公
表

可
能

と
な

っ
た

。
ま

た
、

地
球

環
境

や
気

象
等

の
観

測
デ

ー
タ

を
活

用
し

た
統

計
作

成
や

分
析

を
促

進
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
、

2
0
2
0
年

（
令

和
２

年
）

９
月

、
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
等

の
利

活
用

推
進

に
関

す
る

産
官

学
協

議
の

た
め

の
連

携
会

議
の

下
に

、
観

測
デ

ー
タ

利
活

用
検

証
Ｗ

Ｇ
を

設
置

し
、

衛
星

デ
ー

タ
を

活
用

し
た

Ｓ
Ｄ

Ｇ
指

標
1
5
.
4
.
2
に

関
す

る
検

証
を

実
施

し
た

。

継
続

実
施

資
料
２

令
和

３
年
７

月
3
0
日

企
画

部
会
資

料
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資料3
令和3年8月27日

企画部会資料

総務省

グロ ーバル化に対応した
統計整備・国際協力等の推進

令和3年8月27日

総務省政策統括官（統計制度担当）付国際統計管理官

「令和2年度統計法施行状況報告」（抜粋）

（項目）
第2

3グロ ーバル化に対応した統計整備・国際協力等の推進
統計委員会や各府省との連携を図り、SDGsのグロ ーバル指標の対応

拡大に取り組む。この際、既存の統計調査では算出困難なものもあること
から、知見を有する第三者の協力も得ながら、新しい情報源の活用可能
性の検討を進める。

（担当府省）
内閣官房、総務省

（実施時期）
平成30年度(2018年度）から実施する。
新しい情報源の活用可能性の検討については、令和2年度(2020年
度）から実施する。

ー
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